
１．　継続事業の前提に関する注記
該当事項なし

２．　重要な会計方針
公益法人会計基準（平成２０年４月１１日 平成２１年１０月１６日改正内閣府公益認定等委員会）
を採用している。

　（１）固定資産の減価償却の方法

　（２）引当金の計上基準
　　　①維持管理引当金
　　　　　最終処分場埋立終了後の維持管理費用の支払いに備えるため、廃棄物の処理及び清掃に関する
　　　　　法律第８条の５に基づき計上している。

　　　②退職給付引当金
 退職金規程に基づき、独立行政法人勤労者退職金共済機構・中小企業退職金共済事業本部へ
 掛け金の支払いをしているが、全額費用処理しているため引当金の計上はしていない。
（掛金の累計額1,544,040円）

　（３）消費税等の会計処理

３．　会計方針の変更
　　　　　①処理設備については、今期から機械及び装置に振替を行っている。なお、償却方法につい 該当なし

４．　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
　　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 （単位：円）

基本財産

５．　基本財産及び特定資産の財源等の内訳
　　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 （単位：円）

　５　財務諸表に対する注記

当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高科          目

　　　　　法人税法の規定に基づき、平成１９年３月３１日以前に取得した固定資産は旧定額法により
　　　　　償却している。
　　　　　また、平成１９年４月１日以降に取得した無形固定資産（ソフトウェア）は定額法、水道施設
　　　　　利用権は均等償却、他の有形固定資産は定率法により償却をし、平成２４年４月１日以降に
　　　　　取得した固定資産は200％定率法により償却している。

　　　　　消費税の会計処理は、税込方式によっている。
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６．　担保に供している資産

７．　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（直接法を採用）

(単位：円)

建物附属設備

機械及び装置
車両運搬具

８．　債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高
該当なし

９．　保証債務等の偶発債務
該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

１１．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
　　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 (単位：円)

負担金

　民間負担金 0 0

0 0

１２ ．基金及び代替基金の増減額及びその残高
該当なし

１３ ．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
該当なし

１４ ．関連当事者との取引の内容
該当なし

１５ ．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引
該当なし

１６ ．重要な後発事象
該当なし

１７ ．その他公益法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産増減の状況を明らかにするために
　　　 必要な事項

平成23年10月取得の構築物について、税務署による税務調査の結果、当初取得価額961,246,912円のうち
8,179,775円を土地勘定へ振替える内容で平成28年1月25日に修正申告をした。これにより、期中に土地
を相手勘定として構築物を減額する経理処理をし、構築物の当期減価償却費は当期償却限度額から過年
度償却超過額1,662,594円を差引いたものを計上している。

構築物 953,067,137

建物 2,261,393,909 337,319,716

265,097,108

1,924,074,193
172,143,691 96,507,185 75,636,506

　　　　　該当なし

　　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

科　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

687,970,029
752,967,705 470,646,771 282,320,934
19,119,695 17,802,055 1,317,640

工具 278,250 278,249 1

什器備品 25,495,009 23,501,346 1,993,662

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

一括償却資産 535,600 220,533 315,067

合計 4,185,000,996 1,211,372,963 2,973,628,032

合計 10,000,000 10,000,000

当
期
末
残
高

貸借対照表上
の記載区分

—10,000,000 10,000,000一般社団法人高知県建設業協会

補助金等の名称 交付者

前
期
末
残
高

 



１．　基本財産及び特定資産の明細
基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表に対する注記に記載しているため内容の
記載は省略。

２．　引当金の明細

維持管理引当金 0 0105,488,000 44,232,000 149,720,000

当期増加額
当期減少額

目的使用 その他
科　目 期首残高

　６　計算書類に係る附属明細書

（単位：円）

期末残高


